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１ 【新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)の訂正報告書の提出理由】 

2022年３月18日付をもって提出した新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)の記載事項のうち、「第一部 企

業情報 第１ 企業の概況 ２ 沿革」、「第一部 企業情報 第１ 企業の概況 ３ 事業の内容」、「第一部 企業情報 

第２ 事業の状況 １ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」及び「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 ２ 事

業等のリスク」の記載内容の一部を訂正するため、新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)の訂正報告書を提出

するものであります。 

 

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 …………………………………………………………………………………………………………… １頁 

第１ 企業の概況 ………………………………………………………………………………………………………… １ 

２ 沿革 ………………………………………………………………………………………………………………… １ 

３ 事業の内容 ………………………………………………………………………………………………………… ２ 

第２ 事業の状況 ………………………………………………………………………………………………………… ３ 

１ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 …………………………………………………………………… ３ 

２ 事業等のリスク …………………………………………………………………………………………………… ４ 

 

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は   罫で示してあります。 
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

２ 【沿革】

1947年12月に故山口 昭一（前名誉会長）が愛知県名古屋市熱田区において、当社の前身である製材・木材加工（製

函等）業を開始いたしました。その後、日本の経済成長とともに、建材、梱包及び紙等の需要が増加したことから、

製材機、木質チップ製造設備を導入し、当該分野における事業拡大を目的として「古橋製函株式会社」を設立し、株

式会社化いたしました。

(訂正前)

年月 概要

〈省略〉

2008年 ４月 フルハシ工業株式会社からフルハシＥＰＯ株式会社へ商号変更

神奈川県川崎市にて、一部出資により住友共同電力株式会社及び住友林業株式会社と

合併会社川崎バイオマス発電株式会社を設立

〈省略〉

2017年 ４月 愛知県半田市にて、一部出資により株式会社シ―エナジーと合併会社ＣＥＰＯ半田バイオマス発電

株式会社を設立

〈省略〉

〈省略〉

(訂正後)

年月 概要

〈省略〉

2008年 ４月 フルハシ工業株式会社からフルハシＥＰＯ株式会社へ商号変更

神奈川県川崎市にて、一部出資により住友共同電力株式会社及び住友林業株式会社と

合弁会社川崎バイオマス発電株式会社を設立

〈省略〉

2017年 ４月 愛知県半田市にて、一部出資により株式会社シ―エナジーと合弁会社ＣＥＰＯ半田バイオマス発電

株式会社を設立

〈省略〉

〈省略〉
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３ 【事業の内容】

(2)当社グループの事業展開について

② 木質バイオマス発電に関する取組みについて

(訂正前)

当社グループは、主力事業であるバイオマテリアル事業における木質リサイクルチップ製品の安定供給先確保を

目的として、国内における複数の木質バイオマス発電事業への参画を実施しております。

具体的な取組みとしては、住友共同電力株式会社及び住友林業株式会社との合弁による川崎バイオマス発電株式

会社（2011年２月運転開始、発電出力33,000kw、当社出資比率13.0％）への出資 、同発電所への木質リサイクルチ

ップ供給会社であるジャパンバイオエナジー株式会社（持分法適用関連会社）への出資等のほか、中部電力グルー

プの株式会社シーエナジーとの合弁によるＣＥＰＯ半田バイオマス発電所株式会社（2019年10月運転開始、発電出

力50,000kw、当社出資比率10.0％）へ出資しており、それらの燃料供給を当社が担っております。また、出資・合

弁事業以外にも木質リサイクルチップの納入先として木質バイオマス発電所との関係構築を強化し、これら取組み

について継続的に推進しております。

(訂正後)

当社グループは、主力事業であるバイオマテリアル事業における木質リサイクルチップ製品の安定供給先確保を

目的として、国内における複数の木質バイオマス発電事業への参画を実施しております。

具体的な取組みとしては、住友共同電力株式会社及び住友林業株式会社との合弁による川崎バイオマス発電株式

会社（2011年２月運転開始、発電出力33,000kw、当社出資比率13.0％）への出資 、同発電所への木質リサイクルチ

ップ供給会社であるジャパンバイオエナジー株式会社（持分法適用関連会社）への出資等のほか、中部電力グルー

プの株式会社シーエナジーとの合弁によるＣＥＰＯ半田バイオマス発電株式会社（2019年10月運転開始、発電出力

50,000kw、当社出資比率10.0％）へ出資しており、それらの燃料供給を当社が担っております。また、出資・合弁

事業以外にも木質リサイクルチップの納入先として木質バイオマス発電所との関係構築を強化し、これら取組みに

ついて継続的に推進しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(3) 経営環境

（木質リサイクルチップ・再資源化市場）

(訂正前)

当社グループの事業と関連性が高い製紙業界・ボード等の建材業界に対して、当社グループは木質系廃材を原料

に製造した木質リサイクルチップを製紙原料・ボード等の建材原料用として販売しております。

製紙業界は人口減少、インターネットや電子書籍の普及等デジタル化の影響で紙の需要は減少傾向にあります。

一方で通信売買等の定着とともに段ボール等の梱包資材の需要は高まっております。木質リサイクルチップは製紙

用だけでなく段ボールやクラフト紙等の板紙用等多岐に利用されていることから、再資源化の市場は現状推移して

いく見込みです。建材業界は新設住宅の着工戸数と連動して減少傾向にあり、今後も人口減少に伴い緩やかに減少

する予測がなされておりますが、木質リサイクルチップはハードボード等の木質内装材利用だけでなく、パーティ

クルボード等の家具・木工類全般等多岐に利用されていることから、再資源化の市場は現状推移していく見込みで

す。

(訂正後)

当社グループの事業と関連性が高い製紙業界・ボード等の建材業界に対して、当社グループは木質系廃材を原料

に製造した木質リサイクルチップを製紙原料・ボード等の建材原料用として販売しております。

製紙業界は人口減少、インターネットや電子書籍の普及等デジタル化の影響で紙の需要は減少傾向にあります。

一方で通信販売等の定着とともに段ボール等の梱包資材の需要は高まっております。木質リサイクルチップは製紙

用だけでなく段ボールやクラフト紙等の板紙用等多岐に利用されていることから、再資源化の市場は現状推移して

いく見込みです。建材業界は新設住宅の着工戸数と連動して減少傾向にあり、今後も人口減少に伴い緩やかに減少

する予測がなされておりますが、木質リサイクルチップはハードボード等の木質内装材利用だけでなく、パーティ

クルボード等の家具・木工類全般等多岐に利用されていることから、再資源化の市場は現状推移していく見込みで

す。
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２ 【事業等のリスク】

(4) バイオマス発電所プロジェクトへの参画について

(訂正前)

当社グループは、バイオマテリアル事業における木質リサイクルチップ販売の安定供給先の確保等を目的として、

他社が展開するバイオマス発電所プロジェクトに出資を行っております。

2008年８月においては、川崎バイオマス発電所プロジェクトに係る参画を目的として、ジャパンバイオエナジー

株式会社及びジャパンバイオエナジーホールディング株式会社への出資(両社とも現持分法適用関連会社)を実施し、

2011年２月より同発電所燃料用チップ製品の供給を開始しております。また、2017年４月においては、ＣＥＰО半

田バイオマス発電所株式会社への出資を行い、2019年10月より燃料用チップ製品の供給を開始しております。

上記発電プロジェクトにおいては、発電所隣接地に当社事業所設置し、長期契約に基づく木質リサイクルチップ

供給を行っておりますが、発電設備の稼働状況その他要因により長期的に供給量が減少する場合は事業採算悪化が

生じる可能性が、また、木質リサイクルチップの供給量確保に支障が生じた場合は取引関係に影響を及ぼす可能性

があり、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

なお、出資については採算性や投資回収期間を十分に検討したうえで実施しておりますが、必ずしも計画通りの

成果が得られる保証はなく、今後の業績その他の動向等により減損損失等を計上する可能性があり、当該側面にお

いても当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(訂正後)

当社グループは、バイオマテリアル事業における木質リサイクルチップ販売の安定供給先の確保等を目的として、

他社が展開するバイオマス発電所プロジェクトに出資を行っております。

2008年８月においては、川崎バイオマス発電所プロジェクトに係る参画を目的として、ジャパンバイオエナジー

株式会社及びジャパンバイオエナジーホールディング株式会社への出資(両社とも現持分法適用関連会社)を実施し、

2011年２月より同発電所燃料用チップ製品の供給を開始しております。また、2017年４月においては、ＣＥＰО半

田バイオマス発電株式会社への出資を行い、2019年10月より燃料用チップ製品の供給を開始しております。

上記発電プロジェクトにおいては、発電所隣接地に当社事業所設置し、長期契約に基づく木質リサイクルチップ

供給を行っておりますが、発電設備の稼働状況その他要因により長期的に供給量が減少する場合は事業採算悪化が

生じる可能性が、また、木質リサイクルチップの供給量確保に支障が生じた場合は取引関係に影響を及ぼす可能性

があり、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

なお、出資については採算性や投資回収期間を十分に検討したうえで実施しておりますが、必ずしも計画通りの

成果が得られる保証はなく、今後の業績その他の動向等により減損損失等を計上する可能性があり、当該側面にお

いても当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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